
中小企業の事業承継を支援するため、国としても様々な施策を講じている。

しかし、現状の経営課題が優先され、事業承継対策を先送りする経営者は依然として

多い。事業承継を支援する側としては悩ましいところだが、実は、日頃の経営相談や

中期計画立案の中に、経営者が事業承継と向き合うチャンスがあるという。

中小企業経営者の高齢化にとも

ない、事業を承継する後継者の確

保が困難になってきている。２００６

年の中小企業白書によると、年間

２９万社の廃業のうち、後継者不在

を理由とする廃業が約７万社、こ

れによる雇用の喪失は毎年約２０万

～３５万人と推定されている。

こうした状況を受け、国として

も事業承継の重要性を再認識し、

その円滑化のために様々な施策を

講じてきた。たとえば、経営者の

事業承継に対する認識向上や事前

対策を促進させるため、各種パン

フレットや事業承継ガイドライン

の冊子を作成し、また、後継者教

育の充実、事業承継の相談に応じ

るための体制を整えてきた。

平成２０年５月には「中小企業に

おける経営の承継の円滑化に関す

る法律（経営承継円滑化法）」が

成立し、同年には「事業承継支援

センター」が全国に開設され、�１
相談窓口�２専門家派遣�３セミナー

開催�４マッチング支援などを進め

てきた。さらに、全国の会計事務

所や商工会、商工会議所でも事業

承継に関するセミナーが積極的に

開催されてきた。こうした取り組

みにより、以前に比べて事業承継

に対する経営者の認識は非常に高

まったといえる。

ところが、実際の現場では、多

くの経営者が依然として事業承継

対策を後回しにしている…そんな

現実を表すデータがある。独立行

政法人中小企業基盤整備機構（中

小機構）が昨年３月に実施した「事

業承継実態調査」（有効回答２８５２

件）によると、「事業の承継をど

のように考えていますか」という

質問に対し、全体の２８．８％が「明

確に決まっていない」と回答。こ

の問いには、「家族・親族への承

継」（４０．２％）、「役員・従業員へ

の承継」（１４．３％）という回答も

あったが、一歩踏み込んだ「事業

承継の時期を考えていますか」と

の問いには、全体の４６．８％が「ま

だ明確な時期は考えていない」と

答えている。つまり、後継者の候

補はほぼ決まっているが、現時点

では具体的な対策を行っていない

経営者も多いわけだ。

こうした事業承継に関するアン

ケートは、ほかの団体でも実施し

ているが、いずれを見ても、事業

承継対策を先送りしている経営者

は少なくない。それでも、中小機

構の担当者によると「多くの経営

者が事業承継について悩みを持っ

ているが、なかなか対策を取れな

いでいる」という。

では、実際に悩みを抱えている

にも関わらず、事前対策などを講

じない理由は何なのだろうか。ま

た、税理士をはじめ事業承継を支

援する側としては、今後どのよう

に対応すべきなのか。

こうした状況について中小機構

の担当者は「今後は、事業承継と

いう言葉を使わず、事業承継対策

の重要性を伝えること」が求めら

れてくるという。中小機構の担当

者に引続き話を聞いた。

（下段のインタビューにつづく）

��事業承継支援の現状について

お聞きします。

中小企業の事業承継を支援する

ため、国としても様々な施策を打

ち出してきました。ただ、商工会

や商工会議所に寄せられる経営者

の相談内容を見ると、その大半は

現状の経営課題や金融機関に提出

する経営改善計画書などに関する

もので、事業承継の相談で訪れる

経営者はほとんどいません。事業

承継の悩みを抱えていても、問題

解決の優先順位としては目の前の

経営課題が先にくるわけです。企

業が事業承継対策に乗り出すため

には、経営者自身が事業承継対策

の必要性を感じ、自らが意識を変

えていくことが必要です。その手

助けをすることが、今後の事業承

継支援のカギといえます。

��では、どのように対応すれば

いいのでしょうか。

事業承継という言葉を前面に出

さず、経営者に事業承継対策の必

要性を気づいてもらうことが重要

です。たとえば、経営者が中期計

画を立てたとき、「良い計画が出

来ましたね。ところで、この４年

目、５年目の事業も社長を中心に

展開していくのでしょうか？」な

どと尋ねると、「その頃はもう年

だから、私が中心というのも…」

と考えるかもしれません。また、

大まかな長期経営計画を作ってみ

ると、事業承継の課題が自然と浮

き彫りになってくると思います。

��経営相談の中でさりげなく世

代交代を考えさせるわけですね。

日頃、経営者と会話するときで

も、「Ａ社の社長にお会いしたら、

来年から息子さんが社長になるっ

て言っていましたよ」、「Ｂ社の社

長さん、会社の引き受け手が決ま

って喜んでいました」といった具

合に他社の事業承継の成功事例や

失敗事例を語ることも有効だと思

います。特に、税理士の先生方は

多くの事例を持っていると思いま

すので、そうした話をきっかけに、

経営者の関心を事業承継に向けて

いただきたいですね。

��事業承継について経営者は誰

に相談しているのでしょうか。

中小機構のアンケート結果をみ

ると、複数回答ですが、主に相談

する相手として「税理士」が３６．０

％と最も多かったです。経営者の

身近な相談相手といえますので、

ほかの団体のアンケートでも同じ

ような結果が出ると思います。た

だ、税理士の先生の中には、事業

承継の支援に携わると様々なこと

に対応しなければならず、難しい

イメージを持たれている先生もい

らっしゃるのではないでしょう

か。これは誤解で、税理士の先生

をはじめ、各士業の専門家、地域

の支援機関など、それぞれが強み

を持っています。互いに連携して

企業の課題を整理すれば、各々が

力を発揮できるポイントが見えて

きます。その連携をスムーズにさ

せることが、私どもの現状の課題

ともいえます。

��事業承継対策はいつ頃から始

めればいいのでしょうか。

アンケート結果では、４０歳代以

下の経営者の半数が「事業承継先

が明確に決まっていない」と回答

しています。しかし、経営者の年

齢と事業承継は関係ありません。

経営者が高齢になればなるほど、

対策の時間が限られてきます。ア

ンケートでは、事業承継先が決ま

っていない５０歳代、６０歳代の経営

者がそれぞれ３５％、２０％もいまし

た。後継者の育成期間などを考え

ると、早めの事業承継対策が欠か

せません。

��事業承継は、経営権を譲り渡

すだけではないわけですね。

事業承継とは事業の意義、魅力、

価値という「事業のＤＮＡ」を承

継することです。それを受け継ぐ

のは、後継者一人ではなく、後継

者を中心とした会社組織全体で

す。また、事業承継にかかる課題

の大半は、経営者自身や会社自体

で解決すべきものです。だからこ

そ、経営者や後継者の意識改革が

重要となります。課題の抽出や整

理の支援に強みを持つ地域の支援

機関や地域金融機関などが前さば

き的な支援を行い、解決すべき課

題の中に税務・法務・資金調達な

どの課題が生じたとき、まさに税

理士の先生など専門家として支援

する側の機能を発揮していただく

ことになります。事業承継の支援

といっても一人で抱え込み、すべ

てを解決する必要はありません。
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母親の死後、愛人と再婚した父

親を嫌い、家を飛び出した娘。芦

屋の豪邸で育った�お嬢様�で、

プロのピアニストを目指すものの

道は開けず、東京のホテルのピア

ノ演奏で生計を立てていた。そん

な時、突然父親の訃報が届く。娘

に遺されたのは、元愛人の継母と

父親が経営していた潰れかけのワ

イヤー工場。社長になった娘は、

継母とぶつかりながら工場の再生

に向けて勝負を挑む��。

１月２４日スタートのＮＨＫ総合

テレビのドラマ「タイトロープの

女」の物語だ。主人公の娘を演じ

るのは、女優の池脇千鶴さん。そ

して、継母を演じるのは女優の高

岡早紀さん。

町工場の社長となった�お嬢様�
と、父親の愛人だった継母。ドラ

マでは、８億円の負債を抱える工

場の再建に向け、女性２人のバト

ルが繰り広げられるが、町工場の

再建といえば、それをサポートす

る専門家、すなわち�税理士�の

存在が欠かせない。このドラマで

も、俳優の小澤征悦さんが税理士

役として登場。しかも、娘と継母

を支える重要なポジションだ。

ドラマにリアリティを出すため

には、やはり現場を熟知している

税理士のアドバイスが欠かせな

い。そこで、ＮＨＫは近畿税理士

会に協力を依頼。脚本の執筆やド

ラマの制作に当たり、近畿税理士

会の広報担当の役員とドラマ制作

プロデューサーとの打ち合わせが

何度も行われてきた。

打ち合わせに参加しているメン

バーの一人で、近畿税理士会副会

長の西田隆郎税理士は、「日本の

経済を支えるひとつは物作りの技

術、その技術を支える町工場、そ

してその経営をサポートしている

のは他ならぬ税理士です。税務、

会計に限らず経営者の身近な良き

相談相手となっています。そのよ

うな現実に着目したのがこのドラ

マです。昨年６月より富村広報部

長を中心に近畿税理士会も全面協

力してまいりました。このドラマ

を通し、税理士の社会との係りに

ついて広く認識が得られることを

希望します」とコメントしている。

ＮＨＫ総合テレビの「ドラマ１０

・タイトロープの女」は、１月２４

日から毎週火曜日、夜１０時から全

６回放送される。工場再建に向け

て奮闘する税理士の活躍にも注目

したい。

毎年、多くの参加者が会場を訪

れる「税理士情報フォーラム」。

これは、東京税理士会情報システ

ム委員会主催、東京税理士会デー

タ通信協同組合共催による人気の

イベント。昨年１１月に東京税理士

会館本館で開催された「税理士情

報フォーラム２０１１」でも、オープ

ニング前から多くの税理士が来場

し、会場はすぐに満員となった。

今回のテーマは、「災害に強い

税理士事務所」。メイン会場では、

まず、東日本大震災の被災地を視

察した東京税理士会の神津信一会

長が、現地の写真を交えながら被

害状況などを報告した。引続き講

演会が行われ、まず、東北税理士

会いわき支部の木幡仁一税理士が

「東北税理士会被災事務所の実体

験」をテーマに、東北税理士会の

被害状況や事務所の震災直後から

業務再開までの状況、データのバ

ックアップなど事務所再開後の対

応について報告。参加者に対して

「地震はいつ起きるか分かりませ

ん。常日頃の準備が大切です。今、

地震が起きたら持ち出せるものは

何でしょうか」などと災害対策の

重要性を語ると共に、最後に「今

後ともご支援ご協力をお願いしま

す」と述べた。

続いて、東京税理士会浅草支部

の�橋邦夫税理士が「東京税理士

会被災事務所の実体験と具体的対

応」と題して講演。壇上のスクリ

ーンには、事務所内が散乱した写

真が映し出され、参加者に地震の

大きさと災害に備える大切さを改

めて感じさせた。�橋税理士は、

災害からの復旧に必要なこととし

て、日々のパソコンのバックアッ

プ、紙の資料のデータ化によるバ

ックアップ、パソコンソフトの整

理保存などを分かりやすく解説し

た。そのほか、濱川久子税理士（日

本橋支部）、菅沼俊広税理士（中

野支部）、安田信彦税理士（日本

橋支部）、齋藤潤一税理士（荒川

支部）、矢崎義光税理士（西新井

支部）が講演した。

別会場では、「DocuWorks」の

活用講座が行われたほか、毎年好

評の情報システム委員会委員によ

る「IT何でも相談室」が開設され、

パソコンの悩みや災害対策などの

個別相談に応じていた。「税理士

情報フォーラム２０１１」は、まさに

「災害に強い税理士事務所」を作

り上げるために大切なこと、取り

組むべきことを真正面から考えさ

せられるイベントとなった。

相続税対策や円滑な事業承継の

実現、退職金の準備や従業員の福

祉制度の充実化など、関与先の

様々な問題を「保険」で解決すると

共に、税理士事務所の新しい収入

源を確保できる制度がある。それ

が、「税理士ＶＩＰ代理店制度」だ。

これは、全国税理士共栄会（南

口純一会長）が２０００年１月に創設

し、推進している制度。税理士Ｖ

ＩＰ代理店は、大別すると「一般

代理店」と「乗合代理店」に分け

られる。一般代理店は、特定１社

専属の募集代理店で、生命保険協

会が毎月実施している一般課程試

験に合格することが要件となる。

一方、乗合代理店は複数社の募集

代理店で、一般課程試験に合格し

た保険募集人が２名以上いて、そ

の中に専門課程試験（一般課程試

験合格者を対象に年３回実施）に

合格した教育責任者および業務管

理責任者（兼務可）がいることが

要件となっている。

税理士ＶＩＰ代理店の主な仕事

は、全国税理士共栄会の事業の二

本柱である『ＶＩＰ大型総合保障

制度』と『全税共年金』の普及お

よび契約の保全、生命保険設計書

の作成および提案、加入申込書類

の記入と手続などを行う。

代理店のメリットとしては、ま

ず、関与先に保険を提案して成約

すると、提携保険会社から所定の

代理店手数料が支払われるため、

事務所の収入源の拡大が期待でき

る。また、代理店の業務を通じて、

関与先の継続的繁栄に欠かせない

円滑な事業承継、医療や年金など

充実した福祉制度などに関する詳

しい保険知識を習得することが可

能。各提携保険会社は、�１代理店

経営に関する専門窓口の開設�２保

険設計に関する資料提供と支援�３
保険販売ノウハウの提供と支援に

より、税理士ＶＩＰ代理店をしっ

かりアシストするため、安心して

代理店業務に取り組むことができ

る。

全国税理士共栄会では、「税理

士ＶＩＰ代理店推進キャンペーン

（Ｚ１）」（１月～１２月）、「税理士Ｖ

ＩＰ代理店挙績キャンペーン（Ｚ

２）」（７月～１２月）を毎年実施し

ているが、これまで多くの税理士

が代理店に登録し、関与先関係者

のニーズを満たすと共に、事務所

の収入源の拡大に繋げている。

被災の体験談や事務所の災害対策

などが発表された

２

税理士協同組合 ＦＰ資格取得研修事業 ＮＰＯ法人日本FP協会認定

通信講座の終了後、無試験でＡＦＰ資格を取得できます！

●税 理 士 特 典：�１AFP資格審査試験の免除

�２研修課目（全７課目）から２課目免除

●研修形態（期間）：通信講座（３ヶ月から１年間）

●修 了 基 準：�１確認テストの提出 �２提案書の提出

●受 講 料：４２，０００円（税込み）

●２級ＦＰ技能試験に合格⇒ＡＦＰと２級ＦＰ技能士を同時取得

●受 講 料：「テキストコース」 ５８，８００円

：「テキスト＋ＣＤ」 ７７，７００円

●お問合せ先：税理士協同組合指定／日本ＦＰ協会認定教育機関

�株日税ビジネスサービス ＦＰ研修事務局

TEL ０３―３３４０―４４８８ FAX ０３―３３４０―６７０２

http : //www.nichizei.com/nbs/

★税理士コース★ ★基本コース★

全全国国税税理理士士共共栄栄会会

注目の「税理士ＶＩＰ代理店」
関与先を守りながら収入源を拡大

税理士情報フォーラム２０１１

災害に強い税理士事務所
被災した体験談や具体的な対策を報告

���ＮＨＫドラマ���

潰れかけの町工場を再建�
近畿税理士会が協力

業界トピックス 平成２４年・冬号
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証券会社などを経て、地元の江

戸川区で開業した松下守税理士。

開業して間もなく、一人の税理士

をパートナーとして雇ったが、そ

の給料は当時では高額で、所長の

松下税理士の給料は１０万円。金額

が逆のように思えるが、「若いけ

ど非常に優秀で、妻子を養い、住

宅ローンを抱えていたので、妥当

な金額だったと思います。優秀な

人材を確保するには、それに見合

った給料が必要となる。一般企業

では当たり前のことです」。

会計事務所の経営も一般企業と

同じ��。松下税理士はそんな思

いを胸に、事務所の中の仕事をパ

ートナーに任せ、自身は営業活動

に専念した。「飛び込み営業をし

て税理士会から注意されたことも

ありましたね」と振り返る。

平成１５年には、３事務所が結集

して税理士法人日の出事務所を設

立。「キャリアを異にする所長の

事務所が一体化することで、多元

化するお客様の要望に応え、より

充実した多角的な業務を展開でき

ると思いました。お客様が希望に

満ちて未来を迎えるためのパート

ナーになりたい、そんな思いが『日

の出』には込められています」。

松下税理士は職員を「社員」と

呼んでいるが、ここ数年、重要課

題として取り組んでいるのが『社

員力』の強化だ。「一般企業の場

合、社長は最終的な経営判断をす

るだけです。会計事務所でもトッ

プが自分で何でもやろうとせず、

社員が自ら考えて行動することが

重要といえます。私の十歩なんか

より社員の一歩のほうが、事務所

にとってはるかに有益です」。

税理士法人の設立後、新たに３

事務所が加わったが、職員をひと

つにまとめるため、「毎朝欠かさ

ず、私どもの４つの行動原理を全

員で唱和しています。ただ、頭に

パッと思い浮かべることはできて

も、実際の業務になると、従来の

トップダウンのやり方から抜け切

れない部分もある。そこを変えな

ければいけません」。その訓練の

ひとつとして、公益法人に関する

無料セミナーを開催し、講師をす

べて社員に担当させている。「昨

年の半年間、毎週土曜日に社員が

集まり、セミナー開催に向けて勉

強会を行いました。うろ覚えの知

識では講演できませんので、一生

懸命に勉強していました」。

また、松下税理士は自分も含め、

社員全員に日報を書かせている。

その裏には、顧問料や社員の給料

は『サービスの質』と『時間』で

決まることを社員に認識させたい

との思いがある。特に、関与先同

士の異業種交流会『日の出会』に

は、多くの関与先が参加している

が、「担当者が一緒なのに顧問料

が違えば、不満を感じるお客様も

出てきます。その際、『サービス

の質』と『時間』を把握しておけ

ば、顧問料の違いを明確に説明す

ることができます。今後、顧問料

のバラツキはさらに広がると思い

ますので、お客様のため、そして

自分たちのためにも、その部分は

しっかり押さえておくべきです」。

社員のことを常に考えている松

下税理士。だが、「面倒なことを

したくないと思っている者もいる

でしょう。実際、社員のためを思

ってボールを投げても、まったく

返ってこないこともあります」と

いう。それでも、「私も数年後に

はトップを降りますが、それまで

はボールを投げ続けていきます」

というのは、社員の未来を真剣に

考えているためだ。「社員たちは

これから２０年、３０年と仕事をして

いきますが、その間、税理士業界

も大きく変わるでしょう。この業

界でどうやって生き残っていく

か、トップダウンではなく、社員

一人ひとりが本気で考えて行動す

ることが求められています」。

税理士法人日の出事務所は、少

年野球や障害者団体への寄付活動

など社会貢献にも積極的に取り組

んでいる。「先日、少年野球に頼ま

れて始球式を投げました」と照れ

笑いする姿に、社員の成長と共に、

地元の発展も心から願っている松

下税理士の思いが伝わってきた。

「お客様に喜んでもらい、『お

願いして本当に良かった』と言っ

てもらえる。それが、自分にとっ

て一番の報酬です。その結果、ま

た頑張ろう、もっと勉強しようと

いうやりがいに繋がってきます」

と語る丹羽正裕税理士。

その思いは事務所の経営理念に

も表れている。それは、「私達は

『ＡＭＢＩＴＩＯＮ（大志）』を

抱き、『ＰＡＳＳＩＯＮ（情熱）』

をもって『ＭＩＳＳＩＯＮ（使命）』

を遂行します。その結果、顧客利

益の実現を通じて社会に貢献しま

す」といったものだ。

ただ、どんなに素晴らしい理念

を掲げても、職員が情熱を持って

正直に誠実に対応しなければ、絵

に描いた餅になってしまうと丹羽

税理士は指摘する。「私どものお客

様は経営者のほかに医者も多いで

すが、皆さん百戦錬磨の方々です。

職員の心のこもっていない言葉な

んて簡単に見抜くことができま

す。逆に、お客様に本心から喜んで

もらいたいという熱い思いがあれ

ば、そこに嘘はありませんから、真

っ直ぐにぶつかっていくことがで

きます。絶対にやってはいけない

こと、それはお客様に嘘をついた

り、その場を取り繕うことです」。

丹羽税理士は自身の思いを日頃

から職員に伝えているが、事務所

がひとつになるためには、職員同

士が互いの考えや思いを分かり合

うことも欠かせない。そこで、丹

羽会計事務所では、朝礼のときに

職員が順番でスピーチするほか、

職員専用のブログを開設し、日頃

考えていることを自由に書かせて

いる。そのブログにほかの職員が

コメントすることで、ひとつの事

柄について様々な意見や考え方を

確認することができる。

また、職員同士の距離を縮める

ため、３カ月に一度、クジ引きに

よる席替えを行っている。さらに、

事務所内のイベントを年頭に決

め、各イベントを実行する委員長

と副委員長を３人ずつ選出してい

る。「職員全員に喜んでもらえる

企画をチームで考え、互いに協力

し合いながらイベントの開催に向

けて準備を進めていきます。たか

がイベントですが、仕事も同じで

はないでしょうか。チームワーク

を駆使して、お客様に喜んでもら

うために知恵を出し合う。そうし

た�チームワーク�と�持て成し

の心�を身に付けてもらうことも

狙いとしています」。

こうした日々の訓練は、事務所

の業務効率化にも繋がると丹羽税

理士は指摘する。「会計事務所の

仕事は、大きく２つに分けること

ができます。まず、通常の作業的

なものは定型化されており、費や

す時間を読むことができますの

で、質を落とさずに時間を短縮す

ることを意識しています。一方、

税務調査や相続の案件で揉めたと

き、また、開業のお手伝いなどは、

費やす時間を見極めるのが難し

い。ただ、そうした定型化されて

いない仕事こそ、全員で協力して

知恵を出し合えば時間を短縮する

ことができます。そんな組織作り

を目指しています」。

丹羽税理士は関与先から「こん

なこと相談していいか分からない

けど」、「これは専門外かもしれな

いけど」という前置きの言葉を聞

いたとき、体中にエネルギーが沸

いてくるそうだ。「お客様に仕事

以外の部分でも認めてもらった気

がして、とてもうれしい瞬間です。

私どもの『お客様のお役に立ちた

い』という本気の気持ちと、お客

様の『この事務所には何でも気軽

に相談できる』という思いが重な

ったとき、初めて信頼関係が構築

できたと思います。多くのお客様

と信頼関係を築き上げられるよ

う、職員の人間力を高めると共に、

私自身もお客様や先輩方に勉強さ

せてもらいながらステップアップ

していきたいと思います」。

ＡＭＢＩＴＩＯＮ（大志）、Ｐ

ＡＳＳＩＯＮ（情熱）、ＭＩＳＳ

ＩＯＮ（使命）という３つのキー

ワードを胸に、丹羽会計事務所は

これからも関与先の喜びを追い求

めていく。

マネージメント・ポリシー

トップダウンからの脱却
税理士法人日の出事務所 （東京・江戸川区）

代表社員 松下 守 税理士

��自分で考えて動くことが成長に繋がる

��心のない言葉はお客様に見抜かれる

大切なのは情熱と誠実さ
丹羽会計事務所 （東京・中央区）

所長 丹羽正裕 税理士
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Ｑ
請負金額２億１０００万円（う

ち、消費税額等１０００万円）

で建設会社と建物の建築請

負契約を締結し、当期中に着手金

２１００万円を支払いました。当社は、

着手金２１００万円について、２０００万

円を建設仮勘定、１００万円を仮払

消費税等として経理しています。

建物の完成は翌期の予定ですが、

消費税法基本通達１１―３―６に基

づいて、仮払消費税等を仕入税額

控除の対象とすることは可能でし

ょうか？

Ａ
☆建物の課税仕入れの時期

建物の課税仕入れの時期

は、物件が完成し、引渡し

を受けた時です。したがって、建

物完成前に支払った手付金や中間

金は前払金であり、その支払いの

時点で仕入税額控除の対象とする

ことはできません。「消費税も含

めて着手金を支払っている」とい

う理屈も当然に通用しませんので

ご注意ください。

☆建設仮勘定は前払金？

消費税法基本通達１１―３―６に

は、建物などの完成前に支払った

金額について、建設仮勘定として

経理した場合であっても、課税仕

入れ等をした日の属する課税期間

において仕入税額控除の規定を適

用する旨が定められています。こ

の通達をそのまま読むと、あたか

も建設仮勘定が仕入税額控除の対

象となるように読めてしまうので

すが、ここは注意が必要です。本

通達は、あくまでも「課税仕入れ

等をした日の属する課税期間にお

いて…」と定めているわけですか

ら、手付金などの支払日が課税仕

入れの日となるわけではありませ

ん。

たとえば、建物の設計と建築を

別々の業者に依頼したような場合

には、まず、設計図面が完成した

段階で「設計」という役務の提供

を受けたことになります。したが

って、支払った設計料は建設仮勘

定として経理するものの、図面完

成の時点で、まずは設計料を仕入

税額控除の対象とすることになる

のです。

☆まとめて控除することもＯＫ！

前述のように、仕入税額控除の

タイミングは、基本的に経理処理

とは連動しないことになるわけで

すが、現実問題として考えた場合、

設計料と建築費をバラバラに控除

するのはいかにも面倒ですし、勘

違いの基にもなりかねません。そ

こで、同基本通達の後段では、目

的物が完成した日の属する課税期

間において、まとめて控除するこ

とも認めています。

この方法によれば、設計料や手

付金、中間金などは、建物が完成

するまでの間は建設仮勘定として

ストックしておいて、建物が完成

した時点でまとめて控除すること

ができることになります。

Ｑ
当社は製造メーカーです。

不景気にも関わらず、業績

は右肩上がりで伸びてお

り、毎期一棟のペースで工場を増

築しています。当社では、工場の

完成前に支払った手付金や中間金

は建設仮勘定として処理していま

すが、減価償却システムとの関係

で、工場が完成した時ではなく、

事業供用した時点で、建設仮勘定

を建物勘定に振替処理をしていま

す。

決算月である３月末日に建物が

完成し、翌期になってから事業供

用した場合には、決算書には建設

仮勘定として計上することになり

ますが、この場合の仕入税額控除

の時期は、建物勘定に振替処理を

した翌期になるのでしょうか？

Ａ
法人税の世界では、建物の

完成引渡しを受け、建設仮

勘定から建物勘定に振替処

理をした場合であっても、建物を

事業供用するまでの間は減価償却

費を計上することができません。

しかし、消費税の課税仕入れの

時期は、前述のように建物の引渡

しを受けた時となりますので、会

計処理や法人税の決算にとらわれ

ず、消費税の計算をする必要があ

ります。

ご質問のケースでは、貸借対照

表に建設仮勘定として計上した場

合であっても、建物が完成した当

期において仕入税額控除の対象と

することになります。

（つづく）

平成１１年分の所得税の確定申

告について、請求人Ａは税務相

談を受けるために税務署を訪れ

た。その際、職員から「特別控

除の範囲内なので税金はかから

ない」と言われた。

税金はかからない��。その

言葉を受け、Ａは手持ちの資金

で家具などを購入した。ところ

が、確定申告を行うために再び

税務署を訪れると、今度は「特

別控除に該当しない部分がある

ので、税金がかかる」と言われ

たのだ。

資金を使ってしまい、Ａは税

金を納めることが困難に。そし

て平成１２年５月、徴収担当の職

員から電話が入り、財産を担保

に出す方法や納税できない場合

は差押えも検討せざるを得ない

ことが告げられた。

２カ月後、Ａは徴収担当の職

員と面接を行い、滞納した国税

について年金収入から最低１万

円ずつ納付する納付計画などを

記した納付誓約書を提出。その

後、Ａは同年８月と１０月に１万

円を納付したが、その後は納付

が途絶え、平成１３年と平成１４年

は５千円の納付を４回、平成１５

年から平成２１年８月までは毎偶

数月に５千円（平成１６年１２月は

１万円）、平成２１年１０月に１万

円を納付した。

滞納した国税を１０年間

分割納付したが…

計画通りとはいかないが、Ａ

は１０年間に渡って税金を納めて

きた。しかし、平成２１年１０月、

税務署の担当職員から「納付方

法について相談したいので、具

体的な納付計画を準備してほし

い」と電話があった。Ａは担当

職員と面接を行い、「一括納付

は現時点では困難」、「２カ月に

一度の分割納付金を５千円から

１万円に増額する」、「長期分割

納付を引続き継続する」ことを

申し出たが、職員から「長期分

割納付を認めるには差押えが前

提」と言われ、Ａが所有する不

動産の一部について差押え処分

が行われた。

これを不服としたＡは、国税

不服審判所に審査請求を行っ

た。Ａは、「申告相談を行った

とき、税務署の職員から税金が

かからないと言われたので家具

などを買ってしまった。最初の

相談の後、すぐに税金がかかる

と連絡してくれれば、税金を納

めることができた。ゆえに、滞

納原因は当局にある」と指摘。

さらに、「少額ではあるが分

割納付を約１０年間継続し、その

間、差押えの話もなかった。そ

れなのに、一方的に差押え処分

を実施したことは、信義則に反

して違法または不当である」と

主張した。

これに対して審判所は、「平

成１２年６月に督促状が発せら

れ、差押え処分はその日から１０

日を経過した日後に行われてお

り、その時点において滞納国税

は完納されておらず、差押えの

要件は満たされている」と指摘。

また、「（申告の相談は）税務

官庁が公的見解を表示したもの

ではないため、差押え処分が信

義則に反することを基礎づける

ものではない」、「差押え処分は、

納税者の意思にかかわりなく強

制的に行われるもので、納税者

が一部でも納付の意思を表示す

れば、差押え処分ができなくな

る旨や納税者の了解を得なけれ

ばならない旨を定めた法令の規

定はない」、「Ａが主張する申告

相談の事情は、滞納に至った原

因であり、滞納原因を考慮して

差押え処分の実施の可否を判断

する裁量を原処分庁は有してい

ない」、「分割納付はしているが、

納付計画に従ったものではな

く、国税が完納される可能性は

著しく低かったといわざるを得

ない」などとして、Ａの主張を

退ける判断を下した。

熊王税理士の
ワンポイント講座

確定申告の税務相談で税務署を訪れた納税者。

その際、職員に「税金はかからない」と言われ、

手持ちの資金を使ってしまった。ところが、

実際には税金がかかり、滞納するハメに…。

昭和５９年学校法人大原学園
に税理士科物品税法の講師
として入社し、在職中に酒
税法、消費税法の講座を創
設。平成４年同校を退職し、
会計事務所勤務。平成６年
税理士登録。平成９年独立開業。東京税
理士会会員相談室委員、東京税理士会税
務審議部委員、日本税務会計学会委員、
大原大学院大学准教授ほか。消費税関連
の書籍も多数執筆。
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熊王征秀（くまおう・まさひで）税理士

消費税の落とし穴はココココだだ�
建設仮勘定はどこで
税額控除するのか？

税務スクランブル
～～審審判判所所のの視視点点～～

滞納の原因は税務署への相談�
「税金はかからない」と言ったのに…

税務会計情報 平成２４年・冬号



��医療業界を取り巻く環境の変化につ

いてお聞きしたいと思います。

病院や診療所の経営に大きな影響を及

ぼすのが診療報酬の改定です。２０１２年度

は、ネットで＋０．００４％、診療報酬本体で

＋１．３７９％となりました。２０１０年度（ネッ

ト＋０．１９％、診療報酬本体＋１．５５％）に

おいては、急性期病院への配分に重点が

置かれた分、診療所の点数が引き下げら

れています。いずれにしても、昔の右肩

上がりの改定率に比べると、医療業界を

取り巻く環境は全体的に厳しい状況にあ

ります。小泉政権下で毎年２２００億円の社

会保障費が抑制されてきたことも、医療

関係者には大きな痛手となっていまし

た。

��病院や診療所が経営不振に陥ること

もあるのでしょうか。

病院や診療所の倒産も今では珍しくあ

りません。現代のドクターには、診療の

腕だけでなく、経営センスも求められて

います。経営不振に陥らないためにも、

今後の経営方針をしっかり確立すること

が喫緊の課題といえるでしょう。

��具体的にどのような対策を打てばい

いのでしょうか。

それぞれの地域において、個々の病院

や診療所がポジショニングを明確にする

ことが重要です。急性期病院の後方支援

の役割を果たすのか、特化型の医療を目

指すのか。様々なポジショニングがあり

ますが、今後どのような方向に舵を取っ

ていくのか、院長自身がハッキリさせて、

それをスタッフに明示していくことが大

切だと考えます。その際、厚生労働省が

進めている「地域包括ケアシステム」へ

の流れなども踏まえるべきでしょう。

��地域包括ケアシステムとは、どうい

ったものですか。

地域の保健、医療および福祉の関係者

が連携・協力して、医療サービスや在宅

ケア、介護サービス、生活支援といった

住民のニーズに応じた一体的なサービス

を行う仕組みです。この実現には�機能

分化�と�連携�を推進する医療体制の

構築がポイントになります。２４時間対応

の在宅医療、訪問看護、充実したリハビ

リテーションなど様々な�機能�が求め

られてきますので、そこからポジショニ

ングを考えてみるのもいいでしょう。実

際、患者を待つのではなく、患者のとこ

ろに出かける�在宅医療�にシフトする

動きも目立ってきました。

��今後、医療業界はどのように変わっ

ていくと思いますか。

社会保障に係る費用の将来推計による

と、２０１１年における医療の給付費は３３．６

兆円です。これが２０２５年には５３．３兆円と

約１．６倍も増えています。また、介護の

負担額については、７．９兆円から１９．７兆

円と２．５倍の伸びを示しています。一見、

先行きが明るい業界に思えますが、先ほ

ども述べたように病院や診療所も倒産す

る時代です。経営方針が不明瞭の状態が

続けば、２０２５年まで生き残れない可能性

も否定できません。

��では、税理士の先生方はどのように

関与すべきでしょうか。

まずは、関与先のドクターとコミュニ

ケーションを深め、そこから病院や診療

所の強みを一緒に考えてみてはいかがで

しょうか。「患者を増やすための比重を

どこに置くのか」という視点で考えると、

いろいろと見えてくるかもしれません。

また、病院や診療所でも事業承継が大き

な問題となっていますので、そこも税理

士の出番だと思います。

��医療機関も�資格ありき�の世界で

すから、事業承継も大変ですね。

確かに、後継者が見つからずに閉院す

るケースも増えています。また、ご子息

が医師免許を取得しても、病院の設備投

資の借金や勤務医の医療ミスなどを懸念

して、事業承継を拒むようなケースも見

られます。事業を承継しても先代と後継

者では考え方も違いますので、ぶつかる

ことも多いようです。一方で、円滑な事

業承継を実現させているケースもありま

す。たとえば、院長は病院や診療所で診

察を行い、後継者は在宅医療を展開する

スタイルです。経営戦略としても効果的

で、院長が学会などに出かけるときは後

継者が代診を務めることもできます。

��医療機関が抱える税制上の問題につ

いて教えてください。

２０１２年の税制改正大綱では、「４段階

制」と呼ばれる診療報酬の所得計算の特

例措置について廃止を含めた見直し論が

浮上しましたが、最終的に「１３年度改正

で検討する」とされました。また、診療

報酬に対する事業税非課税措置は「引続

き検討する」、医療法人の軽減税率は「１３

年度改正で検討する」としており、今後

の行方が注目されます。また、第５次医

療法改正によって出資持分あり医療法人

の新設が廃止されましたが、持分あり医

療法人には、持分に係る相続税や払戻請

求などのリスクが内在しており、その対

策として持分なし医療法人に移行しよう

としても、様々な障害によって簡単に移

行できません。私が社長を務める�株川原

経営総合センターでは、厚生労働省医政

局から委託を受けて円滑な移行に関する

調査研究を行いました。そこで、多くの

障害の存在が明らかとなり、こうした移

行問題や相続税の問題においても税理士

のアドバイスが求められてくるでしょ

う。

��ドクターは資産家の方が多く、相続

対策も欠かせないと思います。

病院や診療所の土地建物をはじめ、自

宅、預金、別荘など、ドクターは様々な

資産を抱えています。それだけに事前の

相続対策は欠かせません。先代の相続は

対応できたけど、今後の二次相続をクリ

アするのは難しいというケースも見られ

ます。経営支援と同時に相続対策なども

含めたトータル的なサポートが必要とい

えます。中小企業の経営者と比べてドク

ターは個人資産についてもオープンに話

してくれる方が多いように感じますが、

そんな話を気軽にしてくれるのも、士業

の中で税理士に対してだけです。

��最後に、医療機関をサポートするた

め、川原先生は職員にどのような指導を

行っていますか。

アプトプットするためにはインプット

が欠かせません。ただ、職員にはインプ

ットとアウトプットの間で「考える」こ

とが重要だと話しています。自分が見た

こと、聞いたことをそのまま伝えるので

はなく、自分で考えて分析してみる。そ

れが自分の力となり、お客様へのアドバ

イスにも説得力が増してきます。また、

病院や診療所の関与先を１件獲得した場

合、その関与先のバックには何千人とい

う患者、地域住民がいます。医療機関の

裏方として働けることは、社会貢献に繋

がる大変意義のある仕事だと日頃から話

しています。

関与先と一括りに言っても、業種・業界ごとに抱えている問題は様々。

そこで、各業種・業界にスポットを当て、現状と課題、今後の行方などをシリーズで

紹介する。第１弾は中小病院や診療所など「医療業界」を取り巻く環境の変化について

医業支援に特化する川原経営グループ代表の川原丈貴公認会計士・税理士に話を聞いた。
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現現状状とと課課題題、、今今後後のの行行方方

川原丈貴（かわはら・たけよし）
公認会計士・税理士

平成３年、中央大学法学部卒業。平成９年まで監査
法人トーマツ勤務。平成１０年、川原税務会計事務所・

（株）川原経営総合センター入社。現在、�株川原経営
総合センター代表取締役社長、税理士法人川原経営
代表社員、監査法人エムエムピージー・エーマック
代表社員。厚生労働省医療関連サービス基本問題検
討会委員、ＭＭＰＧ専務理事など公職歴も多数。

平成２４年・冬号 業種別リサーチ



２人に１人は「がん」になるといわれる時代。ただ、医療技術の進歩により、

がんの治癒率は年々伸びているほか、治療方法にも変化が見られるようになった。

そこで、アメリカンファミリー生命保険会社の商品開発部長を務める島田由秋氏に、

大きく変化しているがん治療の現状や同社の取り組みについて解説してもらう。

１９８１年以来、「がん」は日本人の死因の第

１位です。２０１０年の厚生労働省人口動態統計

によると、年間死亡者数１２０万人のうち、が

ん死亡は３５万人ですので、３人に１人の割合

です。

ただ、がんの治癒率は年々伸びており、５

年生存率は５４．３％となっています。このよう

な現状からがんにかかる確率は今や２人に１

人の時代と言われています（参照：東京大学

医学部付属病院 中川恵一著「ビジュアル版

がんの教科書」）。

罹患部位も昔と今ではずいぶんかわってき

ました。現在は食生活の変化などから「大腸

がん」や「乳がん」が増加しています。また

若い年代では、男性よりも女性の方ががんに

罹りやすい傾向にあります。

こうした状況を受け、現在国もがん対策に

乗り出しています。２００７年４月には「がん対

策基本法」が施行されるとともに、がん検診

受診率５０％以上などの目標を定めた「がん対

策推進基本計画」が打ち出されるなど、現在、

国家的ながん対策が実施されています。

医療技術の大きな進歩で

通院治療を選択する傾向に

治療環境も大きく変化しています。厚生労

働省の患者調査では、がんの平均入院日数は

短縮傾向にある一方で、外来受療率は年々上

昇しており、平成２０年度の調査では入院受療

率を上回りました。これは、がん治療の中心

が入院から通院にシフトしていることを示し

ています。

では、なぜ通院治療が増加しているのでし

ょうか。その大きな理由のひとつが、手術、

放射線、抗がん剤といった三大治療といわれ

る技術の飛躍的な進歩です。

腹腔鏡や胸腔鏡のほか内視鏡を用いた手

術。強度変調放射線治療（IMRT）などに代

表される正常組織へ余分な照射を減らしてが

ん細胞をピンポイントで狙い撃ちする放射線

治療。そして、特定のがん細胞のみに効果を

発揮し、比較的副作用の少ない分子標的薬と

いわれる抗がん剤の開発や、抗がん剤の副作

用を軽減する新たな薬剤の開発などにより、

従来よりも身体的負担を小さくした治療が普

及したことで、通院による治療シーンが広が

ったと考えられます。

そしてこれらの三大治療を集学的に組み合

わせる治療法も普及してきています。たとえ

ば、通院治療により抗がん剤でがんをある程

度小さくしてから手術を行ったり、手術後の

再発予防などのため、通院で抗がん剤治療を

行うといった組み合わせです。

このように、技術進歩により治癒率の向上

だけでなく、「身体の負担が少ない治療」の

選択幅が広がったことで、日常生活から離れ

た「入院」を選択せず、日常生活をできるだ

け維持しながら治療できる「通院」を選択す

る方が増えていると思われます。

ただし、経過観察の通院と違い、治療のた

めの通院は、放射線照射や抗がん剤投与など

を行うため、身体的に大きな負担がかかって

くる場合があります。当社が２０１０年９月に行

ったがん保険を受給されたお客様へのアンケ

ート調査（有効回答数１６７４件）では、９３％の

方が通院治療を経験しており、通院治療に費

やす時間は治療時間を含めると「５時間以上」

と回答された方が４７％でした（グラフ１参

照）。特に、抗がん剤治療は、手術や放射線

よりも比較的長期の治療期間となるため、数

ヶ月から数年に及ぶケースもあります。また、

通院であっても治療にかかる経済的負担は入

院とかわりません。

一方、入院であっても、通院であっても、

治療に関する負担だけでなく、治療に専念す

るためにやむを得ず仕事を休まれることで所

得が減少することもがん患者を苦しめている

という実態があります。当社が実施したアン

ケート結果では、３８％の方が「収入が減少し

た」と回答しています（グラフ２参照）。

創業から変わらぬ想いで

がんと闘う方をサポート

当社は１９７４年に日本社を創業し、同時に日

本で初めて「がん保険」を開発しました。

がんによる経済的悲劇から国民を守る―、

このことが当社の社会的使命であり、存在価

値であるという「想い」は、創業当時から現

在に至るまで変わっていません。おかげさま

で現在、約１４００万件を超えるがん保険をご契

約いただくなど、日本でお客様が一番多い保

険会社となっております。

また、がん保険でのお支払い件数は累計で

２００万件を超えており、２０１０年１年間のお支

払実績は２９万件、３１２９億円にのぼります。こ

れは１営業日あたり約１１億円のお支払いをさ

せていただいている計算となり、このような

お支払いを通じてがんと闘う方のサポートを

させていただいております。

そして、そのような中で、お客様から毎日

たくさんの生の声を頂戴しております。ある

お客様からは、「がん治療を開始して５年に

なるが、仕事も継続しながら通院治療を続け

ている。抗がん剤を投薬しているが、今まで

一度も入院治療をしたことはない」といった

がん治療の変化に対する声を頂いたり、また、

乳がんで治療中のお客様からは、「もし、が

ん保険に加入していなかったら抗がん剤治療

はあきらめていたと思う。まさか自分ががん

になるとは思っていなかったし、治療費も思

っていた以上にかかる」、「ホルモン療法の注

射が重なっていけば非常にお金がかかる」な

ど、がん治療の経済的負担に関する声もたく

さん頂戴しています。

〈グラフ１〉 〈グラフ２〉
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「がん」にかかる確率は
今や２人に１人の時代

医療技術の飛躍的な進歩で
大きく変わった「がん治療」

特別企画 平成２４年・冬号



お客様の声を元に開発した

「生きるためのがん保険Days」

当社は多くのお支払い実績を通じて、がん

治療の環境の変化を目の当たりにすること

で、常にお客様が安心できる最新のがん保険

を開発してまいりました。

２０１１年３月に発売しました「生きるための

がん保険Days」も患者様の声を元に、まさ

に現在ならびに今後のがん治療に合致した商

品となっています。

主な特長は以下の通りです。

�１三大治療をともなう通院は、入院の有

無に関係なく支払日数無制限

�２抗がん剤治療給付金を新設

�３がん罹患者を長くサポートする再発・

長期治療給付金を新設

�４すでに当社がん保険にご加入の方専用

の「Daysプラス」を追加することで、最

新保障を追加可能

�５所得サポート特約、女性がん特約など、

一人ひとりに合った保障の組み合わせ

ができるバリエーションを選択可能

また、この商品は付帯サービスとして、が

ん専門相談サービス「プレミアサポート」を

無償でご利用いただけます。がん患者様やそ

のご家族は、突然のがん告知に対して、さま

ざまな疑問や悩みを抱えられる方も多いと思

います。幅広い治療の選択肢から自分にあっ

た治療方法をどのように選択すべきか迷われ

ることも多いでしょう。

そこで、当社のプレミアサポートは、５年

以上の臨床経験やがんの知識を持った看護師

で構成された「がん患者専門カウンセラー」

が訪問して患者様の医療相談に応じていま

す。

また、多方面から情報を収集し、整理して

お伝えするとともに、専門医のご紹介も行っ

ております。

このサービスを提供している�株法研の利用

実態調査によると、相談内容で最も多いのは

「自分にあった治療法の選択」です。次いで

「診断・告知内容の理解」、「症状・副作用・

後遺症の理解」となっています。この調査結

果からも、やはり多くの方がはじめて経験さ

れるがんという病気に、ご本人様はもちろん、

ご家族の方々もどのように向き合っていくか

を迷い、悩まれていることが分かります。

日本で初めてがん保険を発売し、最も多く

のお客様にご契約いただいている当社としま

しては、保障という経済的なサポ―トだけで

なく、がん患者様やご家族の方々を精神的に

サポートすることも大切な役割と感じており

ます。

検診受診の促進、奨学金制度など

がんにまつわる様々な活動を実施

当社は、全国の都道府県などの自治体と協

定し、地域住民の方々のがん検診受診の促進

事業を中心とした各種活動も積極的に実施し

ています。

また、小児がんなどの難病のために自宅を

離れて大都市圏の専門病院で闘病する子ども

たちとそのご家族の「経済的・精神的負担を

軽減」することを目的とした日本初の総合支

援センター「アフラックペアレンツハウス」

を東京（２カ所）と大阪（１カ所）に設立し

ています。利用料は１人１泊１千円（患児は

無料）で、患児の治療期間中は制限なく滞在

できるほか、常駐のソーシャルワーカーによ

るメンタルヘルスケアが受けられるなど、患

児やそのご家族が安心して治療に専念できる

総合的なサポート態勢を備えています。

さらに、がんで主たる生計維持者を亡くし、

経済的理由から修学や進学が難しい高校生を

支援するため、当社と当社の全国の販売代理

店との共同により奨学金制度「公益信託アフ

ラックがん遺児奨学基金」を設立しています。

毎年、新たに奨学生を募り、奨学生には月額

２万５千円を高校卒業まで給付するなど、が

んで親を亡くした子どもたちが将来の夢を諦

めることなく、希望する進学を果たし、充実

した高校生活を送れるように支援していま

す。

このように保険販売だけでなく、がんを取

り巻くさまざまな活動は、当社の社会的使命

と考えており、今後も一層活動の輪を広げて

まいりたいと思います。

全国税理士共栄会様とともに、

税理士先生や関与先様をサポート

全国税理士共栄会様には、当社の日本社創

業当時からがん保険をお取り扱いいただいて

おります。２０１１年１０月現在のご契約件数は約

３万５千件、お支払金額は累計約３４０億円で、

税理士先生や事務所の役職員の皆さま、そし

て関与先の皆さまの「がん対策」の一助とな

っております。

今までも、そしてこれからも、当社は皆さ

まのお役に立つ商品をご提供してまいりたい

と考えております。

７

～「入院」より「通院」を選択する時代に～

島田由秋（しまだ・よしあき）
平成元年関西学院大学法学部卒業。同年
アフラック入社。平成２０年関連事業部長、
平成２１年東京第二法人営業部長、平成２２
年商品開発部長、現在に至る。

平成２４年・冬号 特別企画



相続した不動産をめぐり、相続人同士が争いを起こすケースは少なくない。

一方、相続人同士に問題はなくても、不動産に複雑な問題が隠れていることもある。

こうした不動産の問題について、相続など資産税に力を入れている竹内春美税理士は、

�株日税不動産情報センターを活用して関与先の期待に応える解決策を導き出している。

��竹内先生の事務所は資産税に力を入れて

いますね。

勤務時代の事務所が資産税に強く、そこで

いろいろと勉強させてもらいましたが、独立

した頃は資産税を中心にやっていこうとは考

えていませんでした。ただ、友人や知人から

相続に関する相談を受けるようになり、その

方々の紹介で少しずつ仕事が増え、気付いた

ら資産税が中心となっていた感じですね。

��相続案件は問題も多いと聞きますが、い

かがでしょうか。

案件ごとに問題の内容は様々ですが、相続

財産に不動産が含まれているとトラブルが起

きやすいといえます。以前、相続人同士が不

動産をめぐって揉めている案件で、その不動

産の時価を明らかにするため、相続人から不

動産の鑑定を求められたことがありました。

私は常に中立的な立場を心掛けていますの

で、特定の不動産業者ではなく、お客様のこ

とを第一に考え、中立的な立場で対応してく

れる日税不動産情報センターに鑑定をお願い

しました。これまで何度も仕事を依頼してい

ますが、手間がかかるような案件ばかりで、

いつも助けてもらっています。

��どんな案件がありましたか？

詳細は言えませんが、たとえば、お客様か

らの紹介を通じて相続税の申告を引き受けた

とき、亡くなった方のお住まいが関西で、そ

の方が所有していたマンションをめぐって相

続人同士が争っていたケースがありました。

いがみ合っていてもキリがないので、私は売

却することを提案しましたが、売却するにし

ても物件は関西にあります。売却先を見つけ

るために東京と関西を何度も行き来するわけ

にもいきません。だからといって見ず知らず

の地元の業者に頼むのも心配だったので、ど

うすべきか悩んでいたところ、日税不動産情

報センターの担当者が相談に乗ってくれまし

た。すると、すぐに大阪支店の支店長に連絡

を取り、相続人や不動産の状況なども細かく

説明してくれて、大阪支店が対応してくれる

ことになりました。

��それでも距離が離れていますので、多少

の不安などは残りましたか。

いつもお世話になっている担当者も大阪支

店の支店長も、わたしのことを常に気にかけ

てくれて、進行状況なども丁寧に説明してく

れましたので、不安はまったくなかったです

ね。わたしも現地に数回行きましたが、東京に

いるときから状況は分かっていますので、ス

ムーズに話を進めることができました。売却

先が見つかり、最後に署名するときも、相続

人から互いに会いたくないと言われて困って

しまいましたが、支店長が別々の部屋を用意

してくれるなど、本当にきめ細かく対応して

くれました。私の手から離れて不動産を勝手

に売却されることもなく、相続税の申告が終

わるまで会計事務所側で調整しながら進める

ことができました。まるで自分の事務所の不

動産部門のように動いてくれましたので、本

当に助かりました。

��最初から最後まで税理士の先生がすべて

責任を持って対応してくれると、お客様とし

ても安心ですね。

お客様は税理士に仕事を依頼していますの

で、相続案件で不動産の売却が必要となり、

外部の不動産会社を利用する場合でも、税理

士主導で進めていくことが重要だと考えま

す。また、相続した不動産を売却する際、特

定の業者を紹介すると「相続人の誰かにとっ

て有利な業者ではないか」などと不信感を持

たれる恐れもありますが、日税不動産情報セ

ンターを紹介すると、相続人たちも比較的す

ぐに納得してくれます。私としてもお客様に

紹介しやすいですね。ただ、相続人全員が納

得してくれて、いざ売却に向けて動き出そう

とすると、今度は不動産そのものに複雑な問

題が見つかることもある。相続案件というの

は、なかなか一筋縄では行かないものです。

��不動産そのものに問題が隠れていること

も多いのでしょうか。

そうですね。自分ひとりではクリアできな

い問題もたくさんあります。ただ、どんなに

手間がかかる案件でも、日税不動産情報セン

ターの方々は「こんなの当たり前ですよ」と

いって引き受けてくれるので、本当に助かっ

ています。先日も、売却するには問題が多す

ぎる物件について頭を悩ませていましたが、

東京の担当者が別の用事で事務所に来る機会

があったので、何気なくその話をすると、少

し離れたところの物件にも関わらず、すぐに

現場を見に行ってくれました。

��その後、どうなりましたか？

最終的に売却まで結び付けることができま

した。ただ、多くの問題を抱えていましたの

で、売却金額が大きく下がってしまいました。

もちろん、担当者にとってはビジネスですか

ら、手間ばかりかかって申し訳ないと思いま

したが、「お困りのことがありましたら、いつ

でも言ってください」と言われ、本当に信頼

できるパートナーだと改めて実感しました。

��広大地の評価を依頼することもあると聞

きました。

自分でもすべて調べますが、広大地の評価

については不安を拭い切れない部分もありま

す。日税不動産情報センターによる広大地評

価は、税理士業界でも信頼度が高く、これま

で多くの実績がありますので、評価をお願い

することで安心を得ることができます。以前、

広大地の評価で悩んでいた知人の税理士に紹

介したところ、しばらくして本人からお礼を

言われました。悩みが解決したらしく、非常

に喜んでいましたね。お客様はもちろん、税

理士仲間にも安心して紹介できる会社だと思

います。

��最後に、今後の抱負をお聞かせください。

最近は紹介だけでなく、事務所のホームペ

ージをご覧になって仕事を依頼されるお客様

も出てきました。ただ、無理して仕事を増や

そうとは考えていません。相続案件というの

は簡単だと思っても、どこに落とし穴がある

か分からないものです。お客様に満足してい

ただくためにも、ひとつひとつ丁寧に仕事を

扱っていきたいと思います。また、現在関与

している法人や個人のお客様を中心に相続の

事前対策を充実させるほか、相続案件には税

務以外の問題も絡んできますので、外部との

ネットワークをより充実させていきたいです

ね。もちろん不動産に関することは、これか

らも日税不動産情報センターを活用していき

たいと思います。

８

竹内税務会計事務所（東京・千代田区）

所長 竹内春美 税理士

税理士の考えを常に尊重し、
お客様満足を求めるプロ集団

日税不動産情報センターは

事務所の良きパートナー

クローズアップ 平成２４年・冬号



勤務時代に関与先の社長からい

われた言葉にショックを受け、企

業再生のプロを目指した森井義之

税理士。その言葉とは、「うちの

会社は赤字だから税金の心配なん

て必要ない。それより、利益を出

して税金の心配をするような会社

になるためには、どうすればいい

のか教えてくれ」。

その後、経営ノウハウを学ぶた

めに夜間の大学に再入学する。「開

業したばかりの頃で、昼間は税理

士業務、夜は勉強の日々でした。

金銭的にも余裕がなかったので、

銀行からお金を借りて合宿セミナ

ーに参加したこともあります。ま

た、社会心理学や組織心理学を学

ぶために各大学の講座にも通いま

した。ハードな生活でしたが、経

営について多くのことを学びたい

という思いが強く、辛いと感じた

ことはありませんでした」。

様々な経営ノウハウを身に付

け、企業の再生コンサルティング

に乗り出した森井税理士。１社の

再生に対して平均２～３年かけて

おり、これまで３０年以上の間に１００

社を超える企業再生に携わってき

た。

また、その経験と実績から考案

されたのが、「ＰＢＭ（ポイント

・アンド・バランス・マネジメン

ト）キャッシュ・フロー分析表」。

森井税理士の再生コンサルティン

グの方向は、企業の資金創出力を

高めることにある。この分析表は、

再生に必要な資金量と現状で創り

出している資金量を測り、内在す

る問題を明確にするためのツール

だ。平成２０年には特許庁から特許

として承認されている。

森井税理士は企業の経営資源と

して『人』『金』『物』『情報』『顧

客の潜在ニーズ』『技術開発』と

いう６大要素があり、この６つが

バランス良く存在していなければ

ならないと説く。しかし、「あく

までも主体は『人』です。まず『人』

を活かすことを考えなければいけ

ません」。

この考えを無視したことで、深

刻な経営不振に陥った企業があっ

た。その企業は経営コンサルタン

トの指導を受けていたが、経営状

況がさらに悪化したため、森井税

理士に助けを求めてきた。「前任

のコンサルタントが不採算部門の

工場をつぶし、東京から２時間離

れた工場に一本化させました。そ

の会社には優秀な技術者もたくさ

んいましたが、それぞれ事情があ

ります。都内の工場の近くに家を

買った人もいるでしょう。毎日２

時間もかかる通勤を喜ぶ従業員な

んていません。結果、従業員が次々

と退職してしまい、新商品の開発

もできず、クレームも膨れ上がり、

経営不振に陥っていきました。そ

の際、前任のコンサルタントは『営

業が足りない』とアドバイスして

いたそうです。まさに『人』と『技

術開発』のバランスを欠き、経営

資源を無視した最悪の結果といえ

ます」。その企業も森井税理士の

コンサルにより、１年半後には黒

字体質の会社に生まれ変わり、２

年後には約３億円の倉庫兼工場を

建設するまで回復した。

「企業を再生する場合、不採算

部門など一部分だけを見るのでは

なく、企業全体の機能の質を高め

ることを意識することが重要で

す。採算が悪いところをひとつ切

れば、それに付いている大切な経

営資源も失うことになります。そ

の場限りのコンサルティングを行

えば、一時的に資金面などは改善

されますが、数年後には同じよう

な問題が再び浮上してくるでしょ

う。企業の機能を総合的に高める

ための仮説を立て、様々な再生の

プロと連携しながら検証していく

ことが重要といえます。この仮説

と検証の繰り返しは、コンサルテ

ィングの基本中の基本です」。

ただ、再生コンサルティングは

体力が求められるため、現在はコ

ンサルティングの第一線から身を

引いている。それでも９割を超え

る再生成功率には、多くの金融機

関が信頼を寄せており、森井税理

士の評価を参考にするため、今で

もアドバイスを求めてくるそう

だ。また、自身のノウハウを次世代

に繋げるため、再生コンサルタン

トの養成にも力を入れている。ま

さに、企業再生に人生を捧げてい

るプロフェッショナルといえる。

プロ野球のとある球団のお家

騒動が世の中を騒がせたのは記

憶に新しいですが、お家騒動は

どこにでもある話です。税理士

の先生方であれば、顧問先企業

の世代交代による経営権を巡る

紛争、相続にともなう親族間の

紛争などを間近で目にする機会

も多いと思います。しかし、お

家騒動の多くは、持ち株比率の

維持・調整、相続対策などを事

前に専門家に依頼し、準備して

おけば、紛争を未然に防止・軽

減することができます。

ところでこのお家騒動、「士

業」には無縁かというとそんな

ことはなく、医者の不養生では

ありませんが、税理士業界にも

お家騒動はあります。訴訟に至

るケースも珍しくありません。

税理士事務所のお家騒動は、

退職した従業員（税理士・補助

者）が顧客情報を利用・流用し、

顧問先企業との顧問契約の継続

に影響を与えるという形で顕在

化します。具体的には、担当者

の交代にともない、顧問先から

契約の解除や条件の変更を求め

られるケース、退職した従業員

に顧問先が付いていくといった

ケースが挙げられます。

顧問先との契約の維持・管理、

従業員の管理は、継続的な仕事

の割合が多い税理士事務所にと

って重要な問題だと思います。

予期せぬ契約の解除、変更は避

けたいものです。そこで、�１税

理士事務所と顧問先企業との法

的関係、�２税理士事務所と従業

員（税理士・補助者）との法的

関係を検討し、トラブルを防ぐ

ために最低限しておくべきこと

をアドバイスしたいと思いま

す。

まず、�１税理士事務所と顧問

先企業との法的関係は、請負契

約と委任契約双方の性質をもっ

た契約（業務委託契約）によっ

て結びついています。契約書を

取り交わさず、口頭で契約を済

ませている税理士の先生もいま

すが、契約によって結びついて

いますので、契約書の締結は必

須です。

契約書には、報酬・費用、契

約期間、更新手続の要否（自動

更新か更新の際に新たに契約書

を締結するか否か）、更新拒絶

・解除手続の時期・方法などを

定めておく必要があります。契

約書を締結していない関与先が

いましたら、タイミングの良い

ときに契約書を作成してみては

いかがでしょうか。契約書を締

結している場合でも、内容に不

備がないか確認してみてくださ

い。

次に、�２税理士事務所と従業

員（税理士・補助者）との法的

関係ですが、多くの場合、税理

士事務所と従業員は、雇用契約

で結びついています（今回は業

務委託契約のケースを省きま

す）。この雇用契約の特徴とし

て、使用者である税理士の先生

には指揮監督権があり、従業員

は指揮監督に従う必要がありま

す。従業員が守るべき事務所内

のルール、たとえば顧客情報の

管理、契約の管理、顧客との関

係については、雇用契約時の明

示、就業規則、事務所内規則な

どのルールとして明示すること

が大切です。「いちいち規則に

するのは…」と思われる先生も

いるでしょう。また、従業員と

の以心伝心を期待する先生もい

るかもしれません。ただ、当た

り前のことだからこそ、ルール

にしても問題ないといえます。

ところで、従業員との関係と

いう点では、顧客情報が不正競

争防止法上の営業秘密に当たる

か（営業秘密に当たれば、仮に

従業員が退職後に顧客情報を利

用して不正競争を行った場合、

同法に基づく差止め、損害賠償

請求が認められる）、競業避止

義務を科せるかといった古くか

ら議論されている問題がありま

す。裁判例や法解釈もある程度

明確になってきていますので、

次回以降に機会があればご紹介

したいと思います。

契約書や規則を整えても、で

きることや守れるものには限界

がありますが、安心できること

も多々あります。気持ちよく仕

事をするためにも、契約書や規

則の大切さを頭の片隅に入れて

おいてもらえればと思います。

（つづく）

９

成功率は実に９割以上
企業再生のエキスパート

税理士法人森井会計（東京・渋谷区）

森井義之 税理士SSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSppppppppppppppppppppppppppppppppppppppppppppppppppppppppppppppppppppppppppppppppppppppppppppppppppppppoooooooooooooooooooooooooooooooooooooooooooooooooooooooooooooooooooooooooooooooooooooooooooooooooooooottttttttttttttttttttttttttttttttttttttttttttttttttttttttttttttttttttttttttttttttttttttttttttttttttttttlllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllliiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiigggggggggggggggggggggggggggggggggggggggggggggggggggggggggggggggggggggggggggggggggggggggggggggggggggggghhhhhhhhhhhhhhhhhhhhhhhhhhhhhhhhhhhhhhhhhhhhhhhhhhhhhhhhhhhhhhhhhhhhhhhhhhhhhhhhhhhhhhhhhhhhhhhhhhhhhhttttttttttttttttttttttttttttttttttttttttttttttttttttttttttttttttttttttttttttttttttttttttttttttttttttttSSppoottlliigghhtt

トトララブブルルをを
未未然然防防止止�

税理士事務所の

リスクマネージメント
�１契約書や規則を整える

南青山Ｍ’ｓ法律会計事務所（東京・港区）

松永貴之 弁護士

平成２４年・冬号 スポットライト
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昨年１２月、東京税理士会館の会

議室で「iPhone、iPadを税理士業

務で利用する方法」と題したセミ

ナーが開催された。これは、東京

税理士会情報システム委員会の委

員が講師となり、税理士業務とIT
に関する様々なテーマを取り上げ

て講演する定期セミナー。

今回の講師は齋藤潤一税理士

（荒川支部）。定員は２０名だが、

まさに�旬�のテーマということ

もあり、会場には定員を超える参

加者があった（写真）。

当日は、iPhoneやiPadの基本的

な操作をはじめ、土地評価や帳簿

整理・経理事務で利用する方法、

便利な手書きメモ・音声メモ、齋

藤税理士も実際に活用している機

能性の高い電卓など、税理士業務

における様々な活用方法が披露さ

れた。

さらに、DropBox（ドロップボ

ックス）を利用したファイル共有

なども、一見難しそうに思えるが、

齋藤税理士は実際の画面をスクリ

ーンに映し出しながら、ひとつず

つ丁寧に解説。外出先で使用する

iPhone、iPadと事務所で使用して

いるパソコンの情報が共有できる

ため、「DropBoxは非常に基本的

ですが、税理士にとって一番使え

る機能といえます」（齋藤税理士）。

とても分かりやすい説明に、参加

者はメモを取りながら熱心に聞き

入っていた。

税理士・税理士法人に対する国

税当局の調査が１年間で３千件を

突破した。

これは、財務省が昨年末に公表

した「国税庁が達成すべき目標に

対する実績の評価書」で明らかに

なったもの。それによると、平成

２２年度における税理士・税理士法

人への調査件数は３０５１件となっ

た。同１８年度（２４９５件）、同１９年

度（２５１９件）、同２０年度（２６８６件）、

同２１年度（２８６３件）と調査件数は

増加傾向にあり、同２２年度におい

て初めて３千件を超えた。

また、同２２年度における税理士

・税理士法人に対する懲戒処分件

数は、前年度（２９件）より８件増

加の３７件。ここ数年、懲戒処分件

数は３０件以下で推移してきただけ

に、懲戒処分者が多かった１年と

いえる。処分の内訳は、禁止処分

が１１件、停止処分が２６件だった。

実績の評価書では、税理士法第

３３条の２に規定する書面の添付割

合についても報告されている。そ

れによると、平成２２年度における

書面添付割合は７．０％。同１９年度

（５．７％）、同２０年度（６．０％）、同

２１年度（６．５％）と、添付割合は

微増を続けてきたが、同２２年度に

おいて７％台に達した。

なお、平成２３年３月末における

税理士登録者数は７万２０３９人とな

っている。

～薄毛対策、医学的に教えます！～

髪のボリュームが減って困っ

ている方や、もう手遅れだとあ

きらめている方も多いのではな

いでしょうか。全国で薄毛を気

にしている人は約８００万人とい

われ、発毛ビジネスも１０００億円

市場と巨大です。

インチキ商法もはびこってい

ます。その理由として、髪は月

に１センチメートルしか伸び

ず、効果を実感しにくいことが

挙げられます。どんな育毛剤で

も、少なくとも半年間は使用し

ないと効果が判定できません。

こうした中、２０１０年に日本皮

膚科学会から『男性型脱毛症診

療ガイドライン』が発表され、

世間で話題になりました。その

中でも「推奨度Ａ」、つまり�効果

が高く強く推奨できる�とされ

たのは、内服薬フィナステリド

（プロペシア�Ｒ、ＭＳＤ�株）と外

用薬ミノキシジル（リアップ�Ｒ、

大正製薬�株）だけです。いずれ

も医薬品ですが、プロペシアは

医師の処方が必要で、リアップ

は店頭で薬剤師の指導のもとに

購入することになります。

プロペシアは前立腺と頭頂部

皮膚だけに分布する男性ホルモ

ンの活性化に働く酵素をブロッ

クします。性機能には全く関係

しません。また副作用も非常に

少ない内服薬です。ひげが濃く、

頭頂部がくっきり薄くなってい

る人に良く効く傾向があります

が、頭部全体が少し薄くなるタ

イプの人も含めて約８０％の人に

「やや有効」以上の効果が得ら

れています。自費診療のため１

カ月１万円程度かかります。

外用育毛剤の代表はリアップ

です。最近５％濃度のリアップ

Ｘ５が販売されました。効果は

プロペシアとほぼ同等です。毛

母細胞に直接作用して効果を発

揮しますので、脱毛症の種類や

部位によらず、また男女を問わ

ず発毛させます。アルコールを

含んでいるため、頭皮が痒くな

る場合もありますが、ステロイ

ド外用剤を併用すれば痒みを抑

えることができます。

「推奨度Ａ」の２つの薬剤を

併用すると相乗効果が得られま

す。ただ、しばらくすると抜け

毛が減りますが、長期間使用す

ると一時的に脱毛が増加するこ

とがあります。これは髪の寿命

ですので、治療を中断せず、し

っかり継続して次の成長期に早

く移行させることが重要です。

ヘアケアについても間違った

情報が氾濫しています。たとえ

ば毛孔に皮脂が詰まっていると

脱毛しやすいと思い込み、毎日

シャンプーをしている人も多い

と思います。しかし、髪が細く

なる可能性がありますので週に

２～３回程度にした方がよいで

しょう。また、発毛効果のある

シャンプーやリンスは存在しま

せん。

食事についても、ワカメや昆

布は発毛とは関係がありませ

ん。髪にとってミネラル、特に

亜鉛、銅、鉄の３つは重要です

が、この３つを多くとっても髪

が多く生えるわけではありませ

ん。食事はバランス良くとるの

が基本です。喫煙も血管が収縮

するので、髪のため、何より健

康のために是非やめましょう。

平成２３年度（第６１回）税理士

試験において、平成６年度以来

の一発合格者が現れた。

昨年８月２日から４日までの

３日間で実施された税理士試験

の受験者数は４万９５１０人（女

性：１万２０８２人）。

このうち、一部科目合格者は

７９７３人（同２０７４人）。合格科目

が５科目に達し、念願の税理士

資格を取得した者は１０９４人（同

２７２人）となった。

合格者を年齢別でみると、「３１

～３５歳」が３０５人と最も多い。

次いで、「４１歳以上」が２６０人、

「３６～４０歳」が２５１人、「２６～３０

歳」が２０２人、「２５歳以下」が７６

人だった。

そして、この中に『一発合格

者』が含まれていることが明ら

かになった。国税庁によると、

「一度に５科目を合格したのは

２０歳の男性です。平成６年度に

３人の受験者が一度に合格しま

したが、それ以来のこと」。実

に、１７年振りの快挙となったわ

けだ。

試験結果を税法の科目別でみ

ると、受験者数が最も多かった

のは消費税法の１万８９１人（合

格率１３．７％）。次いで、法人税

法が７３３４人（同１２．５％）、相続

税法４１３４人（同１１．６％）。合格

率が最も高かったのは事業税で

１７．１％（前回１１．９％）だった。

なお、平成２４年度の税理士試

験は、今年７月３１日から８月２

日までの３日間で実施され、１２

月中旬の合格発表を予定してい

る。

ＪＰ税務戦略研究会は昨年１１月

末、事業承継をテーマにした研究

会を都内で開催。全国各地から７０

人以上の税理士が集まった。

当日は、第１部として「相続事

業承継事例発表」を実施。秋山税

理士事務所（東京・世田谷区）の

板倉景介税理士が相続対策編、東

京共同会計事務所（東京・千代田

区）の簗田晋治税理士が事業承継

対策編の講師を務め、事務所で扱

った事例などを解説した。

第２部では、髭会計事務所（東

京・中野区）の髭正博税理士、税

理士法人トゥモロー・ジャパン（千

葉・松戸市）の小林登税理士が加

わり、板倉税理士と簗田税理士の

４人よる「相続事業承継パネルデ

ィスカッション」が披露された（写

真）。コーディネーターはペンデ

ル税理士法人（東京・新宿区）の

戸島潤吏税理士。第１部の事例を

踏まえながら、４人のパネラーが

それぞれの視点から相続事業承継

対策のポイントを語ったほか、参

加者からも質問が飛び交った。

第３部では懇親会も催された。

１９８０年防衛医科大学校卒業。１９８７年順天堂大学大学

院修了（皮膚科学）。同年～１９８９年ニューヨーク大

学医学部研究員（細胞生物学）。１９９０年順天堂大学

医学部皮膚科講師のち助教授。２００２年より東京医科

大学皮膚科教授。

１０

３分間の診察室
今号のドクター 坪井良治 先生

業界ムーブメント

税理士業務の効率アップへ
iPhone、iPad活用法を探る

１１７７年年振振りりにに一一発発合合格格�
平成２３年度税理士試験で快挙

国税庁の実績評価

税理士調査３千件超える

相続事業承継をテーマに

パネルディスカッション

業界ムーブメント 平成２４年・冬号
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東京税理士協同組合の組合員な

らびに税理士協同組合の報酬自動

支払制度（事務代行社��株日税ビ

ジネスサービス）を利用されてい

る税理士先生を対象とした新しい

サービスが誕生しました。

それは、コクヨ生まれのオフィ

ス用品通販サイト『ウィズカウネ

ット』の割引サービスです。

ウィズカウネットは、法人向け

オフィス用品のネット通販サイ

ト。通常よりも安く商品を購入で

きるため、多くの企業や団体がコ

ストダウンを図るために利用して

いますが、東京税理士協同組合の

組合員ならびに報酬自動支払制度

の「ＰＯＳＴ」を利用されている

税理士先生には、すでに値引きさ

れたカタログの表示価格から、さ

らに３％ＯＦＦで商品を購入でき

る特典があります。

手続きも簡単で、専用の登録申

込用紙に記入してＦＡＸするだけ

で終了です。支払いは月末締め、

翌月払いの銀行振込となっていま

す（振込銀行はみずほ銀行、手数

料は購入者負担）。

また、報酬自動支払制度の「ｅ

―ＮＥＴ」を利用している税理士

先生は、値引きされた表示価格か

ら５％ＯＦＦで商品を購入するこ

とができます。たとえば、ウィズ

カウネットでＡ４サイズのコピー

用紙を１箱（５千枚）注文すると

２６８０円ですが、５箱以上まとめて

注文すると１箱２４８０円にディスカ

ウントされ、さらに「ｅ―ＮＥＴ」

を利用していれば、そこから５％

の割引となります。

特に「ｅ―ＮＥＴ」を利用され

ている税理士先生は、商品の代金

は収納した顧問料と相殺されます

ので、支払いや振込手続きが省力

化されるほか、銀行振込の手数料

などが発生しないメリットもあり

ます。

ウィズカウネットの魅力は、リ

ーズナブルな価格だけではありま

せん。コクヨの文具・事務用品や

ＯＡ・ＰＣ用品をはじめ、有名メ

ーカー約１千社、約３万３６００品番

（平成２３年３月現在）からご希望

の商品を選ぶことができます。商

品は当日または翌日に配送され

（日曜・祝日・年末年始、一部エ

リアを除く）、１オーダーにつき

９５３円（税抜き）以上の注文につ

いては送料が無料となります。ま

た、注文間違いやイメージ違いの

場合には、３６５日無料返品（一部

商品を除く）も保証されています。

「オフィス用品割引サービス」

に関するお問い合わせは、ウィズ

カウネット取扱販売店�株日税ビジ

ネスサービス（�０３―３３４５―０８８８）

までお電話ください。

東京税理士協同組合が実施し

ている人気の職員研修「３年未

満の職員が３カ月で変身！」が

今春、再び開催されます。

同研修で講師を務めるのは、

坂野上満税理士。職員が１人で

顧問先を訪問するための知識や

コツ、多くの仕事を抱えても質

を落とさずにこなすコツなどを

２回に渡って紹介。事務所職員

の有益なスキルアップ研修とし

て、税理士の先生方からも人気

を集めています。

同研修は、昨年の春に初めて

開催されましたが、募集開始か

ら申込みが殺到。ひとつの事務

所から複数の職員が参加するな

ど、定員を大きく上回る申込み

があり、昨年の秋に２回目の研

修が開催されました。

この人気研修が４月３日（第

１弾）、同１７日（第２弾）に再

び開催することが決まりまし

た。詳細につきましては、同研

修を協賛する�株日税ビジネスサ

ービスのホームページに２月頃

アップする予定です。

昨年１１月末、東日本大震災の

復興財源となる臨時増税を実施

するための「復興財源確保法」、

また、平成２３年度税制改正に関

する法律「経済社会の構造の変

化に対応した税制の構築を図る

ための所得税法等の一部を改正

する法律」が成立しました。

さらに、「平成２４年度税制改

正大綱」が発表されるなど、年

末の慌ただしい中、税理士の先

生方も時間を作りながら、税制

改正の動きに注目されていたの

ではないでしょうか。

ただ、確定申告期の２月・３

月は、情報収集の時間を確保す

ることも難しい時期だとお察し

します。この間、大変微力では

ございますが、税制改正の影響

や税理士業界の動向などについ

て情報収集に努めていきたいと

思います。

それらの情報は、４月発刊の

「NICHIZEI journal（日税ジャ

ーナル）」でお届けいたします

ので、是非ご覧になって頂けた

ら幸いです。まだまだ寒い日が

続きますので、体調管理に十分

気をつけて今年も確定申告シー

ズンを乗り切ってください。

常に定員オーバーの人気研修
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ココククヨヨのオフィス用品が
割引で買える新新ササーービビスス

人気の職員研修を再び開催

編集後記
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■団体制度の企画／開発／運営

システム収納代行、団体会員管理・サ

ービス

■税理士事務所経営関連

報酬自動支払制度ＰＯＳＴ・ｅ―ＮＥＴ、

人材派遣サービス、リサイクルトナー

販売取次

■コンサルティング関連

ファイナンシャル・プランニング、国

際税務フォーラム（会員制）、税理士

ＦＰ実務研究会（会員制）、Ｍ＆Ａ支援

サービス、株価算定サービス

■資格取得研修等のサービス

ＮＰＯアカウンタント養成講座、公益

法人アカウンタント養成講座、ＦＰ資

格取得研修、ＦＰ資格継続教育

■研修

「日税セミナー」「日税フォーラム」

■「日税メールステーション」

■「日税ＦＡＸ通信」

■全税共ＶＩＰ経営者大型保障制度取扱

■全税共「がん保険、医療保障」

（ＡＦＬＡＣ）取扱

■全税共「団体所得補償保険」取扱

■全税共「団体長期障害所得補償保険」

取扱

■東税協「集団扱火災保険」取扱

■千葉税協「集団自動車保険」取扱

■リスクマネジメント

■保険オーダーメイド

保険コンサルティング

（相続対策・資産形成・決算対策・コス

ト圧縮・事業承継対策・福利厚生）

■保険セミナー

企業リスク、資産家のリスクなど保険

に偏らないタイムリーな情報提供

■タイプ別ライフプラン相談

（個人・法人）

（お客さまの立場に立ったアドバイス）
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■不動産売買仲介

不動産の売却・購入・交換の仲介、

権利調整

■不動産に関する情報収集・提供

物件調査・価格査定、広大地評価・

財産評価サポート

■不動産コンサルティング

不動産の有効活用、アセット・ソリュ

ーション事業、事業承継対策、不動産

Ｍ＆Ａ、相続対策

■建築に関する企画、設計、監理

■不動産鑑定評価

■選ぶ保険・選ばれる保険

・全税共「団体所得補償保険・団体医療

保険」、「団体長期障害所得補償保険」

他

・東税協「経営者大型保障プラン」他、

「集団扱損害保険制度」

・東地税協「団体保険（傷害・ゴルフ）」

「集団扱損害保険制度」

・千葉税協「集団扱損害保険制度」

「小規模企業共済」他

・埼玉税協「集団扱損害保険制度」

「小規模企業共済」他

■プロフェッショナルとして

（生命保険・損害保険）

家族を守る（相続対策、ローン対策）

企業を守る（決算対策、事業承継対策、

死亡・生存退職金対策）

■会員制医療クラブ

「ドクターオブドクターズ・クラブ」

先生、お困りの際は
いつでも日税グループへ�

＜調査・価格査定、相談無料＞

専門家集団が

総合的なコンサルティングにより

ベストソリューションを提供！
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